巻頭言
発達障害者の雇用と使用者の配慮義務

学生サポートルーム室長　佐藤敬二
　大学で学んでいる学生のうち、メンタルな面でのサポートが必要な人たちにとって、これはいわゆる発達障害と呼ばれる人たちも含めて、「自立」をはかるためのサポートの一環として、働くことへのサポートが課題になっています。もちろん、「自立」には様々な形態があるべきですし、特定の「自立」を強制することも不適切ですが、「自立」にとって働くことには独自の意義があると思います。公的なサポートとしては、ハローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、発達障害支援センターなどにより行われています。これらの支援も大切な役割を果たしているのですが、これらは主として働く人あるいは働こうとしている人への支援です。若年者雇用政策について別のところで指摘したことでもありますが、より重要なのは、使用者の責務を明らかにして、使用者にその義務を守らせることだと思います。
　障害者の場合、障害者雇用率制度が設けられています。2006年から知的障害者も障害者雇用の対象となりましたし、2005年には発達障害者支援法が制定されて就労支援が始まるとともに、発達障害者も障害者雇用枠として雇用されることが可能です。しかし、障害者雇用率は、遵守されていないということのみならず、率が低いことや納付金制度によって実際の雇用を免れることができるなどの限界ももっています。なによりも、10人に一人が発達障害であるとも考えられており、イタリアのように15%の雇用率としなければ対応はできません。また、自閉症スペクトラム(連続体)と捉えられていますが、いわゆる発達障害者と「健常者」との間も連続体であり、「健常者」であっても発達障害の症状として挙げられるものに当てはまるものがあることが通例です。逆に、発達障害者であったとしても、担当職務や仕事方法などについて適切な配慮がされれば、「健常者」と同様に働くことのできる者も多くいます。
　その意味において、使用者に適切な配慮を行う責務ないし義務を課することが考えられないだろうかと思います。すでに労働契約が締結されていた場合には、たとえば片山組事件・最高裁判決(平成10年4月9日)が、現場監督であった労働者が疾病に罹患したことによって旧来の職務ができないとしても、使用者は当該労働者が配置される現実的可能性のある他の業務につかせるべきである、と判断しています。この事例は、使用者に責任がある労働災害についての判断ではなく、いわゆる「私傷病」についての判断ですので、発達障害についても同様の判断ができるのではないかと思います。発達障害者の個々の事情に配慮した配置を行うことが、使用者の義務であると論じることができそうです。
　課題が大きいのは、労働契約締結前の採用段階です。伝統的には、契約自由の原則が広く妥当する領域であると考えられてきました。その中で、説明義務あるいは情報提供義務を民法に規定する改正案が検討されています。これらの義務は、契約締結の場面において、患者や顧客に対して信義則上課せられている義務であるとして、判決により認められてきたものです。労働者採用の場においてもこの考え方を導入できるように思います。義務として認められるための根拠についての検討が必要となりますが、労働契約締結後にいかなる職務をはたすことになるのかの説明義務あるいは情報提供義務が使用者に課せられ、その義務の一環として、障害者雇用枠ではなく一般の雇用として採用された障害者の可能な職務、配慮の内容を提示しなければならないと考えられないでしょうか。もちろんこの場合、そのような配慮はできないとする説明をした、あるいは適切な説明をしなかった使用者に対する対処が課題として残りますが、このような義務の存否については検討するべき課題だと思います。より詳しい雇用情報があれば、障害者の就職を支援する側としても、適切なマッチングを行うことができるのです。
ここに述べたことは、粗いスケッチにすぎませんが、検討が進められるべき論点です。その際に、アメリカ合衆国のADA(障害をもつアメリカ人法)に規定される「合理的配慮」の議論も参考になるかもしれません。さらに、この議論は、発達障害者や障害者に限定したものではなく、労働者全体の問題でもあります。これまで法学は、一般人や平均人を念頭において議論されてきました。その中で、男女という属性によって区別するジェンダー分析や、近年では若者・高齢者という属性での議論に進んでいます。障害者という属性での議論も同様です。しかしおそらく今後はさらに進んで、労働者一人一人の事情に配慮していくという枠組みでの理論構成が進まなければならないと考えています。発達障害者が働けるようにサポートすることに向けた法的課題は、実は、全労働者が働きやすいことに向けた法理論の組み換えを要請しているように思います。
(学生部長・法学部教授)

◇文献
佐藤敬二「若者の雇用と自立を求めて｣『日本は変わるか』(大久保史郎・高橋伸彰　編，法律文化社，2011年)
- 2 -

